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世界銀行（World Bank）は、国際復興開発銀行（ IBRD：The International Bank for Reconstruction and
Development）と国際開発協会（ IDA： International Development Association）から構成される。また、
関国際金融公社（ IFC：The International Finance Corporation）、多数国間投資保証機関（MIGA：Multilateral
Investment Guarantee Agency）、投資紛争解決国際センター（ ICSID：International Centre for Settlement






2ルは 1970 年代にかけて高成長し、1 人当たり名目 GDP が 1965 年の 1,700 ドルから 1978
年には 5,500 ドルと 3 倍以上増加した。しかし、1980 年代に入ると経済活況をもたらした
資源ブームが終焉し、累積債務問題を抱えたブラジルはその後長期停滞し、1 人当たり名目
GDP が 1978 年の水準を超えたのは 2006 年であった。その一方で中南米諸国よりも発展段
階で遅れていた韓国や台湾は 1970 年代以後急速な発展を遂げ、既に高所得段階に達してい











「中所得の罠」を巡る議論は、アジア通貨危機発生後 10 年目にあたる 2007 年に、世界銀
行が、報告書『東アジアのルネッサンス（An East Asian Renaissance- Ideas for Economic















中国は、第 12 次 5 カ年計画（2011～16 年）の中で「中所得の罠（中等収入陥穽）」を回避
3
正確には、世界銀行の 2 名のエコノミスト、 Indermit Gill と Homi Kharas による著作である。





2011 年には、アジア開発銀行（Asian Development Bank:ADB）が報告書『アジア 2050
（Asia 2050）』の中で、日本や韓国は高所得国に仲間入りする一方、中所得段階にあるアジ
ア諸国の多くが「罠」に陥るリスクを有していることを警告した。また、世界銀行と中国国
務院発展研究センター（Development Research Center of the State Council: DRC）は 2012
年に、2030 年の中国経済を展望した研究報告書『China 2030: Building a Modern, Harmonious,






















国々が出現した。OECD はこれら諸国を NICs（Newly Industrializing Countries: 新興工業国





げるようになった。2011 年半ばに、middle income trap で検索をかけると見出しは 40 だったが、上述し
た世界銀行の報告書「China 2030」が刊行されると内外の関心がさらに高まり、2013 年 5 月には 100 を











































基づくものである。例えば、Spence[2011] は自著の中で、1975 年以後、多くの国で 1 人当
たり GDP（2005 年基準の購買力平価）が 5,000 ドルから 10,000 ドルの範囲の中にとどまり
続けて、10,000 ドルを超えた国は数少ないことをエピソードとして示した。









横軸に 1960 年代（基準年は 1960 年）における各国の１人当たり GDP の対米国比率（対数
値）をとり、縦軸には 2000 年代（基準年は 09 年）の同指標をとってインプットしている。
図 1-2 上で、原点に近い国ほど米国との相対的な所得格差が小さいことを意味する。また、
45 度線よりも上の領域に位置する国・地域はこの 50 年間に米国との所得格差を縮小させた
ことを意味し、45 度線よりも下の領域に位置する国は所得格差が拡大した国・地域である。
東アジア諸国はフィリピンを除き 45 度線より上の領域に位置しており、この 50 年間に米国
との所得格差を縮小させたことがわかる。実際、香港、シンガポールの 1 人当たり GDP は
日本と大差がないように先進国並みの水準に位置している。その一方で、中南米諸国は 1960
年代、多くの国で 1 人当たり GDP がアジア諸国よりも大きかったが、現在は 45 度線よりも
下に位置する国が多いことが示す通り、この 50 年間で米国との所得格差がむしろ拡大した。




Eichengreen, et al. [2011] は、計量的なアプローチによって、高成長していた国がある所
得帯で成長率が大きく低下することを実証した。それは、2005 年購買力平価を基準とする 1
人当たり GDP が 1 万ドル以上の国・経済を対象として、それらの国がどのような成長を遂
げたか、その推移を分析した。その結果、年平均成長率（過去 7 年間）が 3.5％を上回って
いた国で、成長率が 2％ポイント以上低下した時点の所得水準をみると、16,000 ドル前後に
あることを明らかにした。具体的には、日本と欧州諸国は 1970 年代、シンガポールは 1980
年代、韓国と台湾は 1990 年代において、成長率が大きく低下したが、その際の水準は 16,000
ドル前後であった。そして、Eichengreen, et al.[2013]では分析を更に進めて、所得水準が
10,000 ドルを超えた時点でも成長率が大きく低下しやすい傾向があることを明らかにした。
また、Aiyar et al. [2013]は 1960 年以後、成長率が低下した 123 のケースを分析し、低所
得や高所得段階に比べて、中所得レベルで成長率低下が頻繁に起きていることを明らかにし
た。Aiyar らは成長率低下の要因として、脆弱なインフラなどが影響していると論じた。
図 1-2 1 人当たり所得：米国との相対水準
（注）横軸は 1960 年代（基準年 1960 年）における各国の１人当たり GDP の米国の 1 人当たり











































全体で 2050 年に 174 兆ドルの名目 GDP を生み出し世界全体の 52％のシェアを持つまでに














説明できない。こうした意味において、Felipe et al. [2014] が行ったように、中所得のレン
ジを明確にした上で同レンジ内に一定期間以上とどまった場合を「罠に嵌まった」と看做す







































































































































































































アジア通貨危機から 10 年を経た 2007 年に、世界銀行が発表した東アジア経済の復興に関


















A. Eichengreen, D. Park, and K. Shin [2011]
Eichengreen et al.[2011]は、2005 年購買力平価を基準とする 1 人当たり GDP が 1 万ドル
以上の国・経済を対象として、それらの国がどのような成長を遂げたか、その推移を分析し
た。その結果、年平均成長率（過去 7 年間）が 3.5％を上回っていた国において、その成長
率が 2％ポイント以上低下した時点の所得水準をみると概ね 1 万 6 千ドル前後にあることを
明らかにした。具体的には、日本と欧州諸国は 1970 年代、シンガポールは 1980 年代、韓国
と台湾は 1990 年代において、成長率が大きく低下したが、その際の水準は 1 万 6 千ドル前
後であった。そして、Eichengreen et al.[2013]では分析を更に進めた結果、所得水準が 1 万
ドルを超えた時点でも成長率が大きく低下しやすい傾向があることを明らかにした。
B．World Bank and DRC[2013]
世界銀行と中国国務院発展研究センター（Development Research Center of the State
Council: DRC）は 2013 年に、中国経済の構造的分析を通じて 2030 年の中国経済を展望した
16




したかを考察している。具体的には、1960 年の時点で中所得国だった 101 カ国・地域のう
ち 2008 年の時点で高所得国であったのは日本、韓国、イスラエル、香港、ギリシャ、台湾、
シンガポールなど 13 カ国・地域にすぎない。残る 88 カ国・地域が中所得段階から抜け出せ
なかったことを明らかにした。
C．Felipe, J.[2012]
Felipe[2012]は Madison[2008]が整理した長期経済データを用いて、1 人当たり GDP（1990
年購買力平価ドル）に基づく長期的な所得国分類を作成した。Felipe は中所得を 2 段階で捉




この評価基準を用いて、分析対象とした 124 カ国・地域のうち、2010 年時点で 52 カ国・
地域が中所得国として分類されるが、このうち 35 カ国が「中所得の罠」に陥っているとし
た。また、中所得国の罠に陥った国・地域は、分布に一定の偏りがあり、中南米、中東地域
図 3-1 1 人当たり所得：米国との相対水準
（注）横軸は、1960 年時点の米国 1 人当たり GDP に対する各国の比率（対数値）、
縦軸は 2008 年時点の同指標をとり、インプットしたもの。
（出所）World Bank and DRC[2013] p.12
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に多く分布することを明らかにした。例えば、ベネズエラは 2010 年時点で 60 年間、サウジ












表 3-1 世界銀行による所得国分類基準（2011 年以後）
2011 年 2012 年 2013 年 2014 年



















高所得国 ＞ 12,475 ＞ 12,615 ＞ 12,745 ＞ 12,735
（注）世界銀行は 1 人当たり GNI（名目ドル）を基準として、人口 3 万人以上の国について




1990 年 2014 年 アジア諸国の位置づけ（2014 年）
低所得国 51 31 カンボジア
低位中所得国 56 51 インドネシア、フィリピン、ベトナム、インド
高位中所得国 28 53 マレーシア、タイ、中国
高所得国 39 80 日本、シンガポール、香港、韓国、台湾
合計 174 215




いだろう15。また、所得水準を測る場合、1 人当たり GDP あるいは 1 人当たり GNI で見るこ
とが一般的である。世界銀行は、表 3-1 のように、1 人当たり GNI（名目ドル）による所得
分類を行っている。2014 年の基準でみると、低所得国（1,045 ドル以下）、中所得国（1,045
ドル超 12,735 ドル以下）、高所得国（12,735 ドル超）といった具合である。また、中所得国
は、所得幅が広いため、世界銀行は高位（4,125 ドル超 12,735 ドル以下）と低位（1,045 ド
ル超 4,125 ドル未満）に分けている。
2014 年時点において、世界 215 カ国中、約半数の 104 カ国（低位中所得国 51 カ国、高位















ペンシルベニア大学が提供する Penn World Table（Ver.7.1）は、世界 190 カ国について、




方、Penn World Table のデータは 1 人当たり GDP（2005 年 PPP）である。しかも、世界銀














Madison[2008]は世界 124 カ国について概ね 1945 年以後、1990 年基準の 1 人当たり GDP
（購買力平価ベース）を公表している。これを用いれば、Penn World Table と同様、購買力




第二に、世界銀行の所得国分類は 1 人当たり GNI（名目ドル）で区分される一方、1 人当
たり GDP である Penn World Table のデータをそのまま当てはめて利用することはできない。
また、世界銀行の所得区分は名目ドルだが、時系列で比較可能な所得階層区分とするために
は実質値で表示される必要がある。
ここで、低所得国と低位中所得国を区分する 1 人当たり GDP（2005 年 PPP）水準を D1、
同様に低位中所得国と高位中所得国を区分する D2、高位中所得国と高所得国を区分する D3
とすれば、A 国のある時点（t）の所得水準 Xt が低所得に位置づけられる場合は Xt≦D1、低
位中所得国ならば D1＜Xt ≦D2、高位中所得国の場合は D2＜Xt≦D3、高所得国の場合は D3
＜Xt となる。
他方で、前述の通り、世界銀行は 4 つのカテゴリーで 1987 年以後、所得国分類を行って
いるので、1987 年以後であれば、世界銀行による基準に従い、世界各国がどの所得階層に属
しているかを区分できる。




まず、低所得国と低位中所得国を区分する所得水準である D1 は 1 人当たり GDP（2005 年
PPP）が 1,000 ドル超 4,750 ドル以下の区分内に設定されると仮定し、250 ドル刻みで合計
16 個の所得区分を設定する。同様に、低位中所得国と高位中所得国を区分する D2 は 5,000
ドル超 9,750 ドル以下、高位中所得国と高所得国を区分する D3 は 10,000 ドル超 18,000 ド
ル以下の区分内にあるものと考え、それぞれ 20 個、33 個の区分を設定する。この結果、D1、
D2、D3 の 3 つで区分される所得基準の組み合わせは 10,560（＝16×20×33）通り設定され
ることになる。










低位中所得国：2,500 ドル超 8,250 ドル以下
高位中所得国：8,250 ドル超 16,500 ドル以下
高所得国：16,500 ドル超
表 3-3 は、このように測定された区分を用いて、1960 年以後の世界 133 カ国（2014 年）
を所得階層別に整理したものである。
1960 年時点で、108 カ国（データのない国は除く）のうち、半数以上の 60 カ国が低所得
国であった。そして、46 カ国が中所得国（低位中所得国 31 カ国、高位中所得国 15 カ国）
となり、高所得国は 2 カ国（スイス、UAE）であった。
また、2014 年時点では、133 カ国中、低所得国は 39 カ国、中所得国は 57 カ国（低位中
所得国 31 カ国、高位中所得国 26 カ国）であり、高所得国は 37 カ国となった。1990 年以後、
東欧諸国がデータに加わったため、時系列の比較はなじまないが、低所得国の割合は 1960
年から 2014 年にかけて、全体数が 60 カ国から 39 カ国に減り、その割合は 55.6％から 29.3％
に低下した。また、中所得国は 42.6％から 42.8％とほぼ変わらない一方、高所得国は 1.9％
から 27.8％と割合を高めた。ただし、高所得国数をみると 1990 年までに 24 カ国増加した
が、1990 年以後の増加数は 11 カ国にとどまっている。これは、後述するように既に高位中
所得段階にあった西欧諸国が 70 年代から 80 年代初頭に高所得国になったことと関係してお
り、それを除くと高所得に到達した国が案外少ない。このため、中所得国の割合を 1990 年
と 2014 年で比較すると、35.8％から 42.8％に高まっている。
ちなみに、1960 年以後 2014 年まで、低所得国のままだった国は 32 カ国あったが、この
うち、24 カ国がサブ・サハラ地域であった。
表 3-3 世界銀行基準に準拠した長期的所得分類
1960 1970 1980 1990 2000 2010 2014
低所得国 60 57 52 53 52 44 39
低位中所得国 31 29 30 31 35 30 31
高位中所得国 15 17 13 13 14 23 26
高所得国 2 10 20 26 32 36 37







展を遂げたのか、見ておこう。表 3-4 は、1960 年時点で低位中所得国に位置づけられた 30
カ国のリストである。内訳をみると、アジア 3 カ国、欧州・中央アジア 6 カ国、中東・北ア











表 3-5 は、1960 年時点で高位中所得国だった国のリストだが、これらはすべて高所得段階
にステップアップした。なお、「先進国クラブ」と称される OECD（経済協力開発機構）は
1961 年に設立されたが、表中にあるすべての国が設立メンバーに名を連らねている16。また、












ため、1980～90 年代はいわゆる「失われた 20 年」となり、多くの国で発展が停滞した。
16
設立当初、18 カ国でスタートした OECD は、日本等が加わった後、80 年代は 24 カ国で変わらなかった
が、90 年代に入り、メキシコ（94 年）、チェコ（95 年）、ハンガリー（96 年）、ポーランド（96 年）、
韓国（96 年）の 5 か国が加盟した。2000 年代はスロヴァキア（2000 年）、2010 年にはチリ、スロベニ
ア、イスラエル、エストニアが、2016 年にはラトビアが加盟し、現在は 35 か国である。
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表 3-4 1960 年時点で低位中所得国だった国
（注）1.濃い色塗りは現在も中所得国にとどまっている国。
2.現在の所得水準は 2014 年時点の 1 人当たり GDP（2005 年 PPP）。2014 年のデータが公表され
ていない国は、直近のデータを用いた。
3. *は 1950 年以前に低位中所得国であったことを示す。従って、滞在年数も表示年数以上となる。














日本 東アジア・南アジア 1950* 1965 15* 12 32,579
シンガポール 東アジア・南アジア 1950* 1972 22* 11 61,187
香港 東アジア・南アジア 1953 1973 20 17 42,262
ハンガリー 欧州・中央アジア 1950* 1971 21* 39 17,717
ポーランド 欧州・中央アジア 1950* 1977 27* 33 18,755
ポルトガル 欧州・中央アジア 1950* 1971 21* 25 18,819
ギリシャ 欧州・中央アジア 1950* 1965 15* 13 21,173
スペイン 欧州・中央アジア 1950* 1963 13* 27 26,733
アイルランド 欧州・中央アジア 1950* 1963 13* 27 37,109
サウジアラビア 中東・北アフリカ 1950* 1965 15* 9 23,065
イスラエル 中東・北アフリカ 1950* 1963 13* 27 27,512
トルコ 中東・北アフリカ 1950* 2003 53* 12 11,824
イラン 中東・北アフリカ 1956 1970 14 45 8,648
アルジェリア 中東・北アフリカ 1950* 65* 6,785
ヨルダン 中東・北アフリカ 1959 56 4,564
南アフリカ サブサハラ 1950* 65* 7,732
ニカラグア 中南米 1950* 65* 2,289
ボリビア 中南米 1950* 65* 4,363
エルサルバドル 中南米 1950* 65* 6,458
グアテマラ 中南米 1950* 65* 6,385
ベネズエラ 中南米 1950* 1968 18* 47 9,142
メキシコ 中南米 1950* 1975 25* 40 12,740
ウルグアイ 中南米 1950* 1994 44* 21 13,821
アルゼンチン 中南米 1950* 1994 44* 21 13,087
チリ 中南米 1950* 1996 46* 19 14,329
ペルー 中南米 1950* 2013 63* 2 8,606
コロンビア 中南米 1950* 2013 63* 2 8,808
パナマ 中南米 1953 2005 52 10 14,320
ブラジル 中南米 1954 2005 51 10 10,264
エクアドル 中南米 1960 55 7,204
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表 3-5 1960 年時点で高位中所得国だった国
（注） *は 1950 年以前に低位中所得国であったことを示す。従って、滞在年数も表示年数
以上となる。
（資料）World Bank[2015], Pen World Table (7.1) などをもとに作成。
表 3-6 1960 年以後高位中所得国になり高所得国になった国
（注）*は 1950 年以前に低位中所得国であったことを示す。従って滞在年数も表示年数以上となる。











スウェーデン 欧州・中央アジア 1950* 1964 14* 37,085
ノルウェー 欧州・中央アジア 1950* 1967 17* 51,353
オランダ 欧州・中央アジア 1950* 1967 17* 37,721
デンマーク 欧州・中央アジア 1950* 1969 19* 33,544
ドイツ 欧州・中央アジア 1950* 1971 21* 36,444
英国 欧州・中央アジア 1950* 1978 28* 35,566
ベルギー 欧州・中央アジア 1952 1972 20 35,664
フランス 欧州・中央アジア 1955 1971 16 31,702
オーストリア 欧州・中央アジア 1956 1970 14 39,526
フィンランド 欧州・中央アジア 1959 1974 15 32,276
イタリア 欧州・中央アジア 1960 1976 16 26,257
米国 北米 1950* 1963 13* 43,676
カナダ 北米 1950* 1968 18* 38,970
オーストラリア オセアニア 1950* 1964 14* 42,986














日本 東アジア・南アジア 1950* 1965 1977 15* 12
シンガポール 東アジア・南アジア 1950* 1972 1983 22* 11
香港 東アジア・南アジア 1953 1973 1986 20 13
台湾 東アジア・南アジア 1965 1983 1994 18 11
韓国 東アジア・南アジア 1969 1987 1996 18 9
スペイン 欧州・中央アジア 1950* 1963 1986 13* 23
アイルランド 欧州・中央アジア 1950* 1963 1989 13* 26
ギリシャ 欧州・中央アジア 1950* 1965 1988 15* 23
ポルトガル 欧州・中央アジア 1950* 1971 1996 11* 25
ハンガリー 欧州・中央アジア 1950* 1971 2010 21* 39
ポーランド 欧州・中央アジア 1950* 1977 2010 27* 33
イスラエル 中東・北アフリカ 1950* 1963 1987 13* 24
サウジアラビア 中東・北アフリカ 1950* 1965 1991 15* 26





表 3-7 は、2014 年時点の低位中所得国のリストである。これらの国は大きく分けて 2 つの
グループに分けることができる。第一のグループは、1970 年代から 80 年代にかけて中所得
段階に達したが、中所得段階にとどまっている中南米、中東・北アフリカ、サブサハラ諸国
表 3-7 2014 年時点での低位中所得国
（注）1.現在の所得水準は 2014 年時点の 1 人当たり GDP（2005 年 PPP）。2014 年のデータが公表されて
いない国は、直近のデータを用いた。
2. *は 1950 年以前に低位中所得国であったことを示す。従って、滞在年数も表示年数以上となる。
3.表中で、必要年数は上位所得段階に達するために要する年数。2015 年以後、平均成長率（2000～14
年）が継続されたと仮定して算出。網掛けの国は低位中所得に 48年以上とどまる、または予測される国。













インドネシア アジア 1993 22 4,713 3.9 15
スリランカ アジア 1998 17 5,393 5.0 9
フィリピン アジア 2002 13 3,753 3.1 27
インド アジア 2006 9 4,256 5.8 12
パプアニューギニア アジア 2006 9 3,293 2.9 33
ベトナム アジア 2009 6 3,326 5.7 17
ラオス アジア 2010 5 3,308 6.5 15
パキスタン アジア 2014 1 2,515 2.5 49
ウクライナ 欧州・中央アジア 1991* 14* 7,428 5.0 3
ジョージア 欧州・中央アジア 1996 19 6,216 5.6 6
ウズベキスタン 欧州・中央アジア 2009 6 3,405 5.7 16
アルジェリア 中東・北アフリカ 1950* 65* 6,785 2.2 9
ヨルダン 中東・北アフリカ 1959 56 4,564 2.2 28
イラク 中東・北アフリカ 1966 49 5,153 1.6 30
チュニジア 中東・北アフリカ 1971 44 6,315 1.2 21
シリア 中東・北アフリカ 1975 40 3,791 1.1 69
エジプト 中東・北アフリカ 1990 15 4,934 2.2 25
モロッコ 中東・北アフリカ 1998 17 3,943 3.5 22
南アフリカ サブサハラ 1950* 65* 7,732 2.0 4
スーダン サブサハラ 2012 3 2,748 4.6 25
ガーナ サブサハラ 2013 2 2,677 4.3 27
ボリビア 中南米 1950* 65* 4,363 2.4 27
グアテマラ 中南米 1950* 65* 6,385 1.2 21
エルサルバドル 中南米 1950* 65* 6,488 1.4 18
エクアドル 中南米 1960 55 7,204 3.2 5
ホンジュラス 中南米 1971 44 3,531 1.2 72
パラグアイ 中南米 1976 39 4,667 2.5 23
ニカラグア 中南米 2013 2 2,640 1.8 65
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である。
第二のグループは、1960 年代は低所得国だったアジア諸国と 90 年代に市場経済体制へ移
















と予測される国は、アジア諸国ではスリランカ（26 年）、インド（21 年）、ベトナム（23 年）、
ラオス（23 年）、発展が遅れて始まった中央アジアの体制移行国のジョージア（25 年）、ウ
ズベキスタン（22 年）、さらにサブサハラのスーダン（28 年）、ガーナ（29 年）である17。
なお、低位中所得段階の 2,500 ドルとなった後、年平均 5％で成長すれば 25 年で高位中所









表 3-8 は、2014 年時点の高位中所得国のリストである。2000 年代に世界経済が総じて高
い成長を遂げたことを背景として、低位中所得段階からステップアップした国が少なくない。
特に、中国は 2000 年代の平均成長率が 9.1％と非常に高く、所得水準はハイペースで高まっ











高位中所得段階の下限である 8,250 ドルとなった後、年平均 4％で成長すると、18 年で高
所得段階に到達する。年平均 3％の場合は 24 年かかる。高位中所得段階から高所得段階に到
達した国の平均到達年数は 17.3 年であることを鑑みれば、高位中所得段階では年平均 3～4％
の成長率を遂げることが必要といえるだろう。ここで、2000 年代の成長率を維持したと仮定
して上位段階に 18 年以内にステップアップが可能な国をリストアップすると、中国（10 年）、
表 3-8 2014 年時点での高位中所得国



















マレーシア アジア 1995 20 13,826 3.0 6
中国 アジア 2012 3 9,534 9.1 7
タイ アジア 2012 3 8,798 3.2 20
ロシア 欧州・中央アジア 2000 15 16,195 4.7 1
ベラルーシ 欧州・中央アジア 2005 10 14,920 6.5 2
カザフスタン 欧州・中央アジア 2005 10 14,496 8.0 2
ルーマニア 欧州・中央アジア 2006 9 10,310 4.2 12
セルビア 欧州・中央アジア 2008 7 8,886 3.5 19
アゼルバイジャン 欧州・中央アジア 2009 6 9,931 10.3 6
ブルガリア 欧州・中央アジア 2010 5 11,416 4.0 10
レバノン 中東・北アフリカ 1995 20 13,116 3.3 7
トルコ 中東・北アフリカ 2003 12 11,824 2.7 13
イラン 中東・北アフリカ 2004 11 8,648 1.2 56
ベネズエラ 中南米 1968 47 9,142 0.4 147
メキシコ 中南米 1975 40 12,740 0.8 33
ウルグアイ 中南米 1994 18 13,821 3.1 8
アルゼンチン 中南米 1994 21 13,087 3.0 8
チリ 中南米 1996 15 14,329 3.1 11
パナマ 中南米 2004 8 14,320 4.8 4
コスタリカ 中南米 2004 11 12,808 4.2 7
ブラジル 中南米 2005 10 10,264 2.2 22
ドミニカ共和国 中南米 2006 9 11,862 3.5 10
コロンビア 中南米 2013 2 8,808 3.0 21
ペルー 中南米 2013 2 8,606 4.3 16
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ボリビア 0.3 1.7 ▲ 1.5 1.3 2.4 0.9 11.7
グアテマラ 3.1 3.5 ▲ 1.9 1.4 1.2 1.4 5.2
エルサルバドル 2.0 0.6 ▲ 1.0 3.1 1.4 1.2 13.9
エクアドル 1.2 5.7 ▲ 1.5 0.4 3.2 1.9 8.7
ホンジュラス 0.5 3.2 ▲ 0.5 ▲ 0.3 1.2 0.9 8.1
パラグアイ 1.2 5.7 0.3 ▲ 1.0 2.5 1.8 15.0
ニカラグア 3.5 ▲ 1.5 ▲ 3.7 ▲ 0.2 1.8 0.1 34.8
アルジェリア ▲ 0.1 1.8 0.3 ▲ 0.0 2.2 0.9 53.0
ヨルダン 0.0 3.3 ▲ 2.4 1.2 2.2 1.0 37.9
イラク 3.6 6.7 ▲ 4.2 1.5 1.6 1.8 318.8
チュニジア 3.7 4.8 0.7 2.8 1.1 2.5 11.2
シリア 1.3 5.1 ▲ 1.7 3.1 1.1 1.7 60.6
南アフリカ 2.8 1.4 ▲ 1.1 0.8 2.0 1.2 6.1
パキスタン 4.4 1.9 2.8 1.4 2.5 2.6 5.0
低位中所得国 2.0 3.1 ▲ 1.1 1.1 1.9 1.4 42.1
レバノン 1.6 ▲ 4.8 ▲ 1.9 4.1 3.3 0.7 152.3
トルコ 3.1 2.0 2.3 2.0 2.7 2.4 14.3
イラン 7.3 ▲ 1.8 ▲ 2.0 2.4 1.2 1.4 68.5
ベネズエラ 2.9 0.7 ▲ 2.0 0.6 0.4 0.5 26.0
メキシコ 3.3 4.0 ▲ 0.8 1.9 0.8 1.8 10.3
ウルグアイ ▲ 1.1 1.7 0.1 3.8 3.1 1.5 17.9
アルゼンチン 2.3 1.1 ▲ 2.0 2.5 2.8 1.4 32.0
チリ 1.9 1.1 1.1 5.2 3.1 2.5 24.5
パナマ 3.8 2.9 3.9 0.8 3.9 3.2 18.2
ブラジル 4.4 5.9 ▲ 1.2 1.0 2.2 2.3 14.2
コロンビア 2.2 3.2 0.7 0.7 3.0 2.0 4.2
ペルー 3.6 0.7 ▲ 3.3 2.2 4.2 1.7 22.2
高位中所得国 2.9 1.4 ▲ 0.4 2.3 2.5 1.8 33.7
低位中所得国 経済停滞の原因 高位中所得国 経済停滞の原因
ボリビア 累積債務危機（1982年） レバノン 内戦・紛争（1975-92年)
グアテマラ 内戦・紛争（1960-96年) イラン 内戦・紛争（1980-88年)
エルサルバドル 内戦・紛争（1982-92年) ベネズエラ 累積債務危機（1982年）
エクアドル 累積債務危機（1982年） メキシコ 累積債務危機（1982年）
ホンジュラス 累積債務危機（1982年） ウルグアイ 累積債務危機（1982年）
ニカラグア 内戦・紛争（1979-90年) アルゼンチン 累積債務危機（1982年）
アルジェリア 内戦・紛争（1991-2002年) ブラジル 累積債務危機（1982年）






（資料）World Bank [2015] により作成
図 3-2 経済成長率の比較：アルゼンチンと中国
（資料）World Bank [2015]により作成。











ロシア n.a. n.a. n.a. ▲ 3.7 4.7 1.1 46.5
ベラルーシ n.a. n.a. n.a. 0.8 6.5 4.2 49.2
カザフスタン n.a. n.a. n.a. ▲ 4.1 8.0 3.0 45.8
ジョージア n.a. n.a. n.a. ▲ 5.6 5.4 1.1 114.6
ウズベキスタン n.a. n.a. n.a. ▲ 2.1 5.6 1.1 23.8
コスタリカ 3.3 3.0 3.2 ▲ 1.4 4.2 2.6 9.8
中国 n.a. 4.4 7.2 8.9 9.1 6.2 7.2
スリランカ 3.6 4.1 3.4 3.9 4.9 4.0 4.7
インド 2.1 1.4 3.3 3.0 5.7 3.3 10.0
ベトナム n.a. 1.4 3.5 5.3 5.5 3.2 3.0
ラオス 1.0 2.1 3.5 3.3 6.3 3.5 8.6
スーダン ▲ 0.8 0.7 0.1 1.9 4.6 1.5 27.8
ガーナ 1.7 ▲ 1.7 ▲ 0.2 1.5 4.3 1.4 18.5
合計 1.9 2.2 3.3 0.8 6.0 2.9 28.4









セルビア n.a. n.a. n.a. ▲ 6.5 3.5 ▲ 0.5 30.4
ルーマニア 7.6 8.8 ▲ 0.9 ▲ 0.9 4.2 3.7 21.8
エジプト 2.4 2.1 5.6 3.6 2.2 3.1 7.8
モロッコ 7.2 3.3 1.3 0.5 3.5 3.2 13.2
マレーシア 3.5 7.2 3.1 4.9 3.0 4.2 10.2
タイ 4.9 4.3 6.0 2.6 3.2 4.1 11.0
インドネシア 2.0 6.1 3.7 2.4 3.8 3.6 12.6
フィリピン 1.8 3.3 ▲ 0.5 0.5 3.0 1.7 8.8
パプアニューギニア 4.1 ▲ 1.0 ▲ 0.9 2.1 2.8 1.5 21.7
ドミニカ共和国 2.2 4.1 0.8 4.3 3.5 3.0 24.4

























































































Y＝F（K, L）＝AKα L(1-α ) ・・・(1)
（1）式において、αは資本分配率であり、0<α<1 である。また、この関数は限界生産物
逓減の性質を持つ。
（1）式の両辺を労働投入量 L で割ると、労働者 1 人当たり生産量（y＝Y/L）を 1 人当たり
の物的資本（k＝K/L）の関数として表せる（第 2 式）。
y＝F（K/L, 1）＝ f（k） ・・・（2）

































































































こうして、例えばブラジルは 1960 年代から 1970 年代にかけて高成長し、1965 年の 1 人
当たり GDP が 1,700 ドルから 1978 年には 5,500 ドルと 3 倍以上拡大した。しかし、1980
年代に入ると資源ブームが終焉し、ブラジル経済はこれ以降、長期停滞に陥った24。実際、1















23 OPEC 諸国は 1974～80 年の間に国際的銀行与信を約 830 億ドル増加させた。他方、国際的銀行は同期間
にほぼ同額（約 900 億ドル）の非産油途上国向け貸付（ネット）を行っている。こうしたオイルマネーの
還流をもとに多くの発展途上国で経済開発が行われたが、特に中南米諸国では海外資金に依存する傾向が
強く、債務額は次第に増加、非産油途上国全体の対外債務残高は中南米を中心に 1982 年末には、73 年末

































































では、OP の最低生存所得（＝賃金）で労働力を需要できる。図 4-3 で、工業の総生産を示









































































































案した。ここで、ある製品（ i 財）の付加価値指表（Vi）は、 i 財を輸出する j 国の所得水準
（1 人当たり GDP） Yj に i 財の輸出全体額に占める j 国のシェア Sij を乗じたものをすべて
の輸出国（合計 m カ国）について算出し、合算したものである。 i 財の付加価値指標（Vi）
は、算式で示せば以下のようになる。
Vi ＝Si1・Y1＋Si2・Y2＋Si3・Y3+・・+Sim・Ym














し、比較優位の程度を計測する。ある財に対する RCA が 1 よりも大きければその国の輸出シェアは、世






ここで、Xij は j 国の i 製品の輸出を意味し、RCAij は①式のように適宜できる。また、ウエ
ートの W ij は i 製品における j 国の RCAij を i 製品の輸出国全て（m カ国）の RCA 合計で除し
たものであり、約分すれば②式のようになる。すなわち、i 製品に関して各国の全製品輸出（n
品目）に占める割合の合計で、 j 国の割合を除することで求められる。
i 製品の付加価値指標 PRODYi は j 国の 1 人当たり GDP である Yj に上記で求めたウエート
W ij を乗じ、これをすべての輸出国について合算した値である。こうして算定された PRODY
は、高所得国が比較優位を持つ製品ほど高い値をとる。
次に、②式のように、j 国の輸出合計に占める i 財の割合をウエートとして、PRODYi の加
重平均値を求め、全ての財について合算したものを EXPYj とする。
･････ ③
これは、j 国の輸出構成を PRODY に基づき把握するものといえ、PRODY の高い財を多く
輸出する国ほど EXPY は高くなる29。
本章では EXPY を用いて、一国の輸出構造の高度化水準を測定する。
29 PRODYi および EXPYj はいずれも各国の Yj に依存するように定義されている。従って、EXPYj は Yj と
一定の相関を持つはずである。このため、EXPYj の上昇は各国の Yj の上昇によって、定義上それが確認さ






























標準貿易分類）4 桁コード（2012 年は 782 品目）、世界 145 カ国のデータに基づき、高度化
指標を測定する。また、高度化指標の算出に用いる 1 人当たり GDP（米ドル表示）は、世
界銀行「World Development Indicators」より入手した。計測時点は 1965 年、1970 年、1980









表 5-1 1960 年以後高位中所得国になり、その後高所得国になった国
（注） *は 1950 年以前に低位中所得国であったことを示す。従って、滞在年数も表示年数以上となる。














日本 東アジア・南アジア 1950* 1965 1977 15* 12
シンガポール 東アジア・南アジア 1950* 1972 1983 22* 11
香港 東アジア・南アジア 1953 1973 1986 20 13
台湾 東アジア・南アジア 1965 1983 1994 18 11
韓国 東アジア・南アジア 1969 1987 1996 18 9
スペイン 欧州・中央アジア 1950* 1963 1986 13* 23
アイルランド 欧州・中央アジア 1950* 1963 1989 13* 26
ギリシャ 欧州・中央アジア 1950* 1965 1988 15* 23
ポルトガル 欧州・中央アジア 1950* 1971 1996 11* 25
ハンガリー 欧州・中央アジア 1950* 1971 2010 21* 39
ポーランド 欧州・中央アジア 1950* 1977 2010 27* 33
イスラエル 中東・北アフリカ 1950* 1963 1987 13* 24
サウジアラビア 中東・北アフリカ 1950* 1965 1991 15* 26
オマーン 中東・北アフリカ 1968 1979 1991 11 12
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表 5-2 1960 年時点で低位中所得国だった国
（注）1.網掛けは現在も中所得国にとどまっている国。
2.現在の所得水準は 2014 年時点の 1 人当たり GDP（2005 年 PPP）。2014 年のデータが公表されていない
国は、直近のデータを用いた。
3. *は 1950 年以前に低位中所得国であったことを示す。従って、滞在年数も表示年数以上となる。














日本 東アジア・南アジア 1950* 1965 15* 12 32,579
シンガポール 東アジア・南アジア 1950* 1972 22* 11 61,187
香港 東アジア・南アジア 1953 1973 20 17 42,262
ハンガリー 欧州・中央アジア 1950* 1971 21* 39 17,717
ポーランド 欧州・中央アジア 1950* 1977 27* 33 18,755
ポルトガル 欧州・中央アジア 1950* 1971 21* 25 18,819
ギリシャ 欧州・中央アジア 1950* 1965 15* 13 21,173
スペイン 欧州・中央アジア 1950* 1963 13* 27 26,733
アイルランド 欧州・中央アジア 1950* 1963 13* 27 37,109
サウジアラビア 中東・北アフリカ 1950* 1965 15* 9 23,065
イスラエル 中東・北アフリカ 1950* 1963 13* 27 27,512
トルコ 中東・北アフリカ 1950* 2003 53* 12 11,824
イラン 中東・北アフリカ 1956 1970 14 45 8,648
アルジェリア 中東・北アフリカ 1950* 65* 6,785
ヨルダン 中東・北アフリカ 1959 56 4,564
南アフリカ サブサハラ 1950* 65* 7,732
ニカラグア 中南米 1950* 65* 2,289
ボリビア 中南米 1950* 65* 4,363
エルサルバドル 中南米 1950* 65* 6,458
グアテマラ 中南米 1950* 65* 6,385
ベネズエラ 中南米 1950* 1968 18* 47 9,142
メキシコ 中南米 1950* 1975 25* 40 12,740
ウルグアイ 中南米 1950* 1994 44* 21 13,821
アルゼンチン 中南米 1950* 1994 44* 21 13,087
チリ 中南米 1950* 1996 46* 19 14,329
ペルー 中南米 1950* 2013 63* 2 8,606
コロンビア 中南米 1950* 2013 63* 2 8,808
パナマ 中南米 1953 2005 52 10 14,320
ブラジル 中南米 1954 2005 51 10 10,264
エクアドル 中南米 1960 55 7,204
46
５－２．輸出構造高度化の計測結果
５－２－１ 付加価値指標 PRODY の計測結果
表 5-3 は、2012 年における付加価値指標 PRODY の上位品目及び下位品目を 10 品目ずつ
示したものである。上位品目は化学製品や高機能機器などとなる一方、下位品目には植物製
品や紡織用素材・製品などが挙がった。
また、表 5-4 は上位、下位それぞれ 100 品目の種類別（SITC1 桁分類）品目数をみたもの
だが、上位品目には第 5 類（化学製品）、第 6 類（工業製品）、第 7 類（機械類及び輸送用機
器類）が多い。他方、下位品目には、第 0 類（食料品及び動物）、第 2 類（食用以外の原材
料）といった一次産品や、労働集約財を中心として第 6 類（工業製品）の品目数が多い。
なお、上位 100 品目の中には SITC コード 0341（魚、生鮮及び冷蔵）のような品目もある。
これは、ノルウェーなど高所得国が多く輸出している品目だからであり、技術レベルに則し
表 5-3 付加価値指標 PRODY（2012 年）：上位品目と下位品目
（単位：ドル）
（資料）UN Statistics Division[2014], World Bank[2015]により作成
表 5-4 PRODY 上位品目、下位品目（大分類 1 桁レベル品目数）
（注）上位、下位ともに 100 品目における各項目の品目数







50,066 5147 アミド官能化合物;除く尿素 548 2654 シザル麻
46,005 5415 ホルモン（天然あるいは合成） 629 2876 すず鉱石
40,899 5416 配糖体、抗血清、ワクチン等 646 2771 工業用ダイヤモンド
40,878 8710 光学機器及び測定機器等 703 6545 ジュートによる織物
39,876 6412 製紙用パルプ、板紙による製品 710 2232 パーム油脂及びカーネル
39,581 5157 スルホンアミド及びスルタム 748 4234 ピーナッツ
39,489 8744 貴金属（金、銀、白金） 816 6592 カーペット、ラグ
38,225 5148 その他の窒素官能化合物 1,492 2872 ニッケル鉱石
37,240 6572 不織布 1,935 0742 マテ茶（原料）
36,089 5145 アミン官能化合物 2,108 4233 綿実油





























上位100品目 5 3 8 1 2 37 20 14 10 0







５－２－２ 高度化指標 EXPY の計測結果




紡織製品といった PRODY の低い製品を主に輸出しており、これが EXPY を低位にさせてい
る。今回測定された EXPY の分布は、「先進国（高所得国）は高付加価値製品を主に輸出し
ており、輸出構造が高度化している」という本章の仮説と整合的である。
ところで、今回、測定された EXPY は算定に用いた所得水準（1 人当たり GDP）が実質
値ではないため、そのままでは時系列での比較になじまない。そこで、考察対象国における
EXPY の偏差値を求めることで時系列推移をみることができるようにした。
EXPY の偏差値は以下のように求められる。まず、i 財の付加価値指標 PRODYi を、世界輸
出総額に占める i 財の割合 W j をウエートに加重平均し、世界全体の輸出高度化指標 EXPYw
を算出する。次に、輸出高度化指標（EXPY）分布の標準偏差σを求める。以上を踏まえ、 j
国の EXPYj の偏差値 Hj は以下の算式で表せる。
Hj ＝ 50 + 10（（EXPYj － EXPYw）／σ）
表 5-5 高度化指標 EXPY（2012 年）：上位国と下位国
（単位：ドル）
（注）人口 300 万人以下の国は除外。
（資料）UN Statistics Division[2014], World Bank[2015]により作成
EXPY EXPY
アイルランド （欧州・中央アジア） 29,592 ザンビア （サブサハラ） 3,548
スイス （欧州・中央アジア） 27,140 ジンバブエ （サブサハラ） 4,370
ノルウェー （欧州・中央アジア） 25,055 エチオピア （サブサハラ） 5,267
シンガポール （アジア） 21,581 ブルンジ （サブサハラ） 5,467
英国 （欧州・中央アジア） 20,759 マリ （サブサハラ） 6,108
ベルギー （欧州・中央アジア） 20,747 ルワンダ （サブサハラ） 6,651
ロシア （欧州・中央アジア） 20,668 スーダン （サブサハラ） 6,689
フランス （欧州・中央アジア） 20,575 カンボジア （アジア） 6,960
ドイツ （欧州・中央アジア） 20,129 ギニア （サブサハラ） 7,090
ニュージ ラーンド （オセアニア） 20,012 タンザニア （サブサハラ） 7,406
上位国 下位国
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世界の輸出高度化指標 EXPYw の偏差値 Hw が 50 になるように正規化したことから、j 国の
EXPYj の偏差値が 50 を超えているならば、 j 国の輸出構造は世界平均を上回る水準にあり、
その偏差値が 50 未満であれば世界平均を下回っていると解釈する。
こうして、高所得到達国、長期中所得国それぞれの偏差値を算出した。高所得到達国の偏
差値推移をみると（表 5-6）、全体として 50 を大きく超える水準で推移しているが、石油な
ど一部品目に依存する高所得資源国（サウジアラビア、オマーン）が全体の数値を下げてい
る。実際、資源国を除いた平均値は 1980 年以後 60 前後の高い水準となる。
表 5-6 高所得到達国の輸出構造高度化水準
（注） 輸出高度化指標 EXPY の各年の各国偏差値。平均（除く資源国）はサウジアラビア、オマーンを除外し
算出
（資料）UN Statistics Division[2014], World Bank[2015]により作成
図 5-2 輸出構造の変化：韓国
1970 年 1990 年 2012 年
（注）横軸は付加価値指標 PRODY、縦軸は全輸出に占める各々の割合
（資料）UN Statistics Division[2014], World Bank[2015]により作成
高所得国
になった年
1970 1980 1990 2000 2012
日本 1977 61.2 72.0 64.2 68.9 59.0
シンガポール 1983 72.2 56.5 57.0 63.4 62.4
香港 1986 50.7 59.1 53.2 58.2 59.0
スペイン 1986 52.0 64.7 57.7 62.3 56.0
イスラエル 1987 49.6 49.3 58.6 54.2 59.0
ギリシャ 1988 52.9 55.4 49.6 53.9 54.5
アイルランド 1989 48.7 64.1 61.5 77.0 76.2
ポルトガル 1996 52.2 58.2 51.5 56.7 53.6
韓国 1996 49.6 59.6 54.2 63.0 58.8
ポーランド 2010 n.a. 45.1 42.8 58.3 54.1
サウジアラビア 1991 n.a. 53.0 46.8 41.5 55.3
オマーン 1991 n.a. n.a. 46.4 44.9 55.4
平均 50.8 56.5 52.2 57.0 58.2




















































（注） 輸出高度化指標 EXPY の各年の各国偏差値。
（資料）UN Statistics Division[2014], World Bank[2015]により作成
1970 1980 1990 2000 2012
アルジェリア 47.6 53.6 45.8 43.9 47.5
南アフリカ n.a. n.a. n.a. 44.8 45.2
ニカラグア 48.0 42.3 42.4 44.0 46.2
エルサルバドル 44.2 42.8 43.1 52.2 48.0
エクアドル n.a. 49.1 44.1 42.4 49.0
低位中所得国平均 46.6 46.9 43.8 45.4 47.2
ベネズエラ n.a. 47.7 47.7 44.5 52.3
アルゼンチン 46.5 56.2 51.4 51.7 51.4
メキシコ 52.9 51.6 51.8 66.7 55.9
チリ 48.1 48.8 46.5 46.9 44.0
ウルグアイ 40.2 49.2 57.6 62.9 52.9
トルコ 42.2 43.4 47.4 50.4 48.3
ブラジル 47.4 44.6 52.5 55.5 51.6
パナマ n.a. n.a. 46.8 47.8 51.3
ペルー n.a. 53.0 44.7 45.3 45.7
コロンビア 42.5 43.8 44.9 48.2 50.4


















1970 年 1990 年 2012 年
【高位中所得国：トルコ】
1970 年 1990 年 2012 年
（注）横軸は付加価値指標 PRODY、縦軸は当該国輸出合計に占める各々の割合


































































次に、2 つ目の高度化基準である、輸出品目の多様化についてみよう。表 5-9、表 5-10 は
ハーフィンダール指数（HI）に基づく輸出多様化水準である。




（注）1.顕示比較優位（RCA）が 1 以上の値をとる品目数。 （ ）内の数字は SITC コード。
2.高付加価値製品は化学製品、電気・電子、輸送機械、精密機械。
（資料）UN Statistics Division[2014], World Bank[2015]により作成
1970 1980 1990 2000 2012 1970 1980 1990 2000 2012
31 31 19 14 13 58 85 72 80 64
食料品・飲料（0-1類） 12 21 10 5 2 29 43 37 41 34
鉱物性燃料（3類） 0 0 2 0 2 0 4 1 0 0
非食用原材料等（2,4類） 19 10 7 9 9 29 38 34 39 30
48 114 105 87 64 19 73 104 121 116
化学製品（5類） 2 10 10 16 31 6 18 22 11 15
原料別製品（6類） 32 72 70 60 31 11 45 56 82 74
軽工業品（8類（除く87-88）） 14 32 25 11 2 2 10 26 28 27
7 54 54 57 38 0 38 6 23 30
一般機械（71-74） 0 4 6 16 11 0 32 0 8 7
電気・電子（75-77） 3 23 25 25 15 0 0 5 7 8
輸送機械（78-79） 0 9 7 6 6 0 0 1 2 9
精密機械（87-88） 4 18 16 10 6 0 6 0 6 6
合計 86 199 178 158 115 77 196 182 224 210
9 60 58 57 58 6 24 28 26 38












（資料）UN Statistics Division[2014], World Bank[2015]により作成
表 5－10 長期中所得国の輸出多様化指標（ハーフィンダール指数）
（注）評価基準は表 5-9 と同じ
（資料）UN Statistics Division[2014], World Bank[2015]により作成
高所得国
になった年
1965 1980 1990 2000 2012
日本 1977 0.09 0.02 0.03 0.03 0.03
シンガポール 1984 0.07 0.03 0.03 0.06 0.12
香港 1986 0.05 0.02 0.01 0.02 0.04
スペイン 1986 0.03 0.01 0.02 0.03 0.02
イスラエル 1987 0.15 0.10 0.09 0.12 0.09
ギリシャ 1988 0.15 0.02 0.02 0.04 0.16
アイルランド 1989 0.06 0.02 0.02 0.06 0.07
ポルトガル 1996 0.03 0.02 0.02 0.02 0.02
韓国 1996 0.04 0.02 0.02 0.03 0.03
ポーランド 2010 n.a. 0.01 0.01 0.01 0.01
サウジアラビア 1991 n.a. 0.89 0.56 0.64 0.62
オマーン 1991 n.a. n.a. 0.79 0.65 0.38
平均 0.07 0.10 0.13 0.13 0.13
平均（除く資源国） n.a. 0.03 0.03 0.04 0.06
1970 1980 1990 2000 2012
アルジェリア 0.46 0.56 0.85 0.29 0.30
南アフリカ n.a. n.a. n.a. 0.18 0.09
ニカラグア 0.10 0.20 0.12 0.13 0.10
エルサルバドル 0.25 0.15 0.21 0.36 0.04
エクアドル 0.28 0.33 0.26 0.24 0.30
低位中所得国平均 0.27 0.31 0 .36 0 .24 0.17
ベネズエラ 0.43 0.45 0.64 0.42 0.51
アルゼンチン 0.06 0.04 0.04 0.08 0.04
メキシコ 0.03 0.38 0.21 0.03 0.04
チリ 0.59 0.20 0.18 0.10 0.05
ウルグアイ 0.02 0.05 0.05 0.05 0.06
トルコ 0.13 0.06 0.02 0.01 0.02
ブラジル 0.13 0.03 0.02 0.02 0.03
パナマ n.a. n.a. 0.11 0.07 0.06
ペルー 0.15 0.08 0.07 0.07 0.09
コロンビア 0.20 0.36 0.11 0.14 0.22







る傾向は観察される。例えば、日本は 1965 年時点で HI が 0.09 であったが、高所得段階に
達した 1980 年は HI が 0.03 へ値が大きく低下した。所得水準の向上と輸出品目の多様化が
並行して進展したことが示唆される。





































































第一次産業のシェアが 1950 年に GDP の 26％を占めていた 2012 年には 1.8％まで低下した
一方、50 年にシェアが 42％だった第 3 次産業は 2012 年には 64％までその割合が上昇した。
第二次産業から第三次産業への移行は、「脱工業化（(De-industrialization)）」と称される。
30
産業構造の発展をマクロ的視点から最初に論じたのは Colin Clark である。彼は、農林水産業、鉱業を第１
次産業、製造業、建設、エネルギーを第 2 次産業、小売業などサービス産業を第 3 次産業と分類し、経済
発展が進むにつれて、第 1 次産業からから第 2 次産業、さらに第 3 次産業へと各産業群の相対的な比率が
シフトすることを明らかにした（Clark [1940]）。Clark は、産業ごとに賃金が異なることを発見した William
Petty の『政治算術』からヒントを得たため、これは「Petty＝Clark の法則」と呼ばれている。
56




















うち、人口が 500 万人以上の 22 カ国のデータに基づき回帰曲線を導出した。所得データは、
2005 年 PPP 調整済みの１人当たり実質 GDP を Penn World Table（ver.7.1）から入手した。
また、製造業の付加価値割合は国際連合（Unaited Nations）の National Accounts Main













（注）1. IMF が分類する先進経済（Advanced Economies）のうち人口が 500 万人以上の
22 か国・経済(1969 年以後直近時点まで）。
2. 所得データは、2005 年購買力平価ドル。横軸は対数表示している。










































































図 6-2 は、図 6-1 と同様に、日本、韓国の製造業割合と所得水準の関係を付加価値と就業
者についてみたものである。日本は 1940 年代に付加価値割合が 30％台を超えた後、所得水

































（注）所得は対数表示。日本の 188５年、1900 年、1920 年、1940 年は梅村他 [1988]
による。1969 年以後のデータは UN[2015]。韓国は 1969 年以後。

















































































































図 6-7 サービス業の付加価値増加率: 韓国
（注）労働投入はマンアワー（従業者数×従業者 1 人あたり年間総実労働時間）
（資料）Asia KLEMS [2015] により作成
図 6-8 サービス業の部門別シェア推移:韓国
（注）実質付加価値に占める各部門の割合
（資料 UN [2015], University of Pennsylvania[2014]により作成
67
６－２－３ 中所得経済における脱工業化の現況


































































ܳ௠ = ݍ௠ ܮ௠
ここで、ݍ௠ = ݁௥೘ ௧ ,ݎ௠ > 0
ܳ௦ = ݍ௦ܮ௦












݌௦/݌௠ = (݁௥೘ ି௥ೞ)௧
となり、従って、サービスの相対価格は ݎ௠ > ݎ௦ である限り、増加を続ける。このため、
労働資源は製造業からサービス業に移動し続ける。




第 ７ 章 中 所 得 国 に お け る 持 続 的 成 長 の た め の 基 盤 ：
韓国の科学技術力強化過程からの示唆
第二次大戦後の状況を振り返ると、中所得段階に到達した国がその後、成長率を低下させ
るケースが少なくない35。これについては、3 章で見たように、世界 133 カ国における所得
水準を長期的に計測し、韓国や台湾のように中所得から高所得段階へステップアップする
国・経済がある一方で、アルゼンチン、ベネズエラ、アルジェリアのように中所得段階に長































































































































































































韓国の R&D 支出は 1980 年代半ば以後、増加している（図 7-3）。支出額を GDP 比でみる
と、先進諸国は概ね 2%台で推移するが、韓国は 1994 年に 2％水準に到達した。そして、2000
年代半ば以後支出規模を急増させて、2009 年には日本を抜き、2014 年はイスラエルに次ぐ
第 2 位である。R&D 支出総額でみても、韓国は世界で 5 番目の規模である。
表 7-2 は、製造業の R&D 支出の業種別割合を見たものである。電子・電機が期間を通じ
て、全体の 6 割近くを占めており、突出している。2014 年について、電子・電機の内訳を
みると、半導体（37.9％）、電子部品（9.8％）、情報通信（9.6％）といったように、特定分
野に投資が集中して行われている。
なお、政府の科学技術予算規模は 2000 年対比、2011 年は 3.5 倍と拡大している（日本は
同期間で 1.1 倍）。
図 7-3 R&D 支出（対 GDP 比） 表 7-2 製造業の R&D 支出（業種別割合）
（資料）OECD[2015]により作成 （資料）KISTEP[2015]により作成
年 2003 2005 2010 2014
飲食料品、タバコ 1.7 1.5 1.1 1.1
繊維、衣服、皮革製品 0.7 0.5 0.6 0.8
木材、紙、印刷、出版 0.4 0.2 0.2 0.2
化学・石油精製等 10.4 10.8 8.6 7.6
金属及び金属加工 2.8 2.6 2.8 2.6
電子・電機 55.0 55.9 58.0 60.8
輸送機械 18.9 19.2 15.9 15.0
医療、精密、光学機器 1.7 1.1 2.8 2.0
その他の機械装置等 7.2 6.9 6.4 6.4
その他 8.4 8.0 10.0 9.8
製造業合計 100 100 100 100




も古いデータである 1996 年時点で 4.8 人と、すでに主要先進諸国と同じ水準にあった（図
7-4）。その後、いったん通貨危機の影響で研究者数が減少するが、2000 年代に入ってからの

























年と比較すればシェアを落とすも 2012 年時点で 30.8％を占める。韓国については、1985
年に 0.1％にすぎなかったが、着実にシェアを伸ばし、2012 年時点で 2.2％である。また、
世界的に著名な 3 つのジャーナル（Nature、Science、Cell）の論文掲載数を見ると、1995

























年 韓国 米国 日本 ドイツ 中国 年 韓国 米国 日本 ドイツ 中国
1985 0.1 33.5 6.5 7.1 0.7 1985 0.1 53.2 5.4 5.1 0.3
1990 0.2 32.9 7.6 7.0 1.3 1990 0.2 52.2 5.7 5.3 0.5
1995 0.7 30.4 8.3 6.7 1.9 1995 0.4 46.7 5.9 6.3 0.8
2000 1.6 27.4 8.8 7.0 3.5 2000 1.1 42.1 6.1 6.9 2.0
2001 1.8 27.1 8.8 6.8 4.0 2001 1.2 41.5 6.1 6.9 2.4
2002 2.0 26.7 8.6 6.6 4.5 2002 1.4 40.9 5.9 6.8 3.0
2003 2.2 26.4 8.4 6.4 5.2 2003 1.5 40.3 5.7 6.7 3.6
2004 2.4 26.1 8.0 6.2 6.1 2004 1.5 39.6 5.5 6.6 4.3
2005 2.5 25.6 7.6 6.0 7.1 2005 1.6 38.7 5.2 6.6 5.0
2006 2.5 25.0 7.1 5.9 7.9 2006 1.6 37.4 4.9 6.5 5.9
2007 2.6 24.2 6.7 5.7 8.5 2007 1.7 36.3 4.6 6.4 6.8
2008 2.7 23.3 6.3 5.5 9.2 2008 1.8 35.2 4.4 6.4 7.6
2009 2.9 22.7 6.0 5.4 10.0 2009 1.9 34.3 4.1 6.4 8.3
2010 3.0 22.1 5.7 5.3 10.8 2010 2.0 33.2 3.9 6.4 9.2
2011 3.2 21.6 5.4 5.2 11.8 2011 2.1 32.0 3.8 6.4 10.3





シェアは 1990 年の 0.7％から 2010 年には 8.5％と大幅に増加した。この結果、韓国は日本、
米国、ドイツに次ぎ 4 番目の多さである。申請数増加に大きく寄与したのは、電気工学、情
報通信技術であった。特に、情報通信技術は大きく増加し、韓国の申請数全体に占める割合





















申請数 シェア(％) 申請数 シェア(％) 申請数 シェア(％)
日本 21,402 26.5 38,408 27.3 59,140 28.4
米国 21,482 26.6 38,136 27.1 44,739 21.5
ドイツ 14,684 18.2 25,100 17.8 29,671 14.2
韓国 592 0.7 5,029 3.6 17,628 8.5
中国 183 0.2 1,202 0.9 11,766 5.6
フランス 5,646 7.0 8,587 6.1 10,967 5.3
台湾 235 0.3 1,741 1.2 10,157 4.9
英国 4,920 6.1 7,750 5.5 8,285 4.0
カナダ 1,426 1.8 3,357 2.4 5,627 2.7

























































































































この点について、アジア中所得国の現況をみてみよう。図 7-8 は、横軸に一人当たり GDP
（2005 年 PPP ドル）、縦軸に R&D 支出（対 GDP）として、高所得国として日本と韓国、高
位中所得国としてタイ、マレーシア、中国の状況をプロットしたものである。
これをみると、韓国の場合、5,000 ドルを超えて以後、R&D 支出割合の増加ペースが高ま








図 7-8 アジア諸国の R&D 支出（対 GDP 比）
（注）1.横軸は 1 人当たり GDP（2005 年 PPP）2.サンプル期間が国により異なり、
以下の通り。
韓国：1963～2013 年、日本：1965～2013 年、タイ：1996～2009 年（1998、2008













































の種類別にみると、そのシェア（2013 年）は、大企業が 76.8％、中小企業が 12.6％、ベン


































る。2014 年の結果をみると、10 分野 120 項目のうち世界最高水準の技術保有国の大半は米国（97 個）だ
















設等を進めて世界最先端の技術立国化を目指す動きがみられる。しかし、Gill and Kharas が
指摘するように、こうした誤った政策が発展を遅滞させ「中所得国の罠」に陥る可能性を高












































































CD: 低位から上位中所得へ DE: 高所得への持続的発展
CC’: 低位の中所得の罠 DD’: 上位の中所得の罠
（出所）トラン [2016] p.78
図 8-1 の上部分は、時間的経過に伴う発展状況を叙述したものである。横軸は時間的経過




















ソロー成長モデルを叙述する。横軸は 1 人当たり資本ストック、縦軸は 1 人当たりの生産、
投資水準を表す。
図 8-1 の A から B までは貯蓄・投資が低水準で人口増加程度しか増加しないため、労働 1
人当たり資本蓄積が進まない（労働 1 人当たり資本ストックはゼロ）。しかし、何らかの要
因を契機に B 点から発展軌道に乗った途上国は、初期の技術水準の下で投資（投資曲線 i1y）
を行い、資本蓄積を続ける。これに伴い、1 人当たり産出も産出曲線 y1 に沿って増加し、B
から C 点のように低所得から低位中所得段階へ、更に高位中所得段階である D 点に向かう。
ここで、高位中所得段階 D 点に達した国は、技術水準など初期条件に変化がないとすれば、
初期条件に基づく定常状態に近づくにつれて、所得増加ペースは遅滞を始める。そして、技
術進歩に伴わないまま投資率を高めても（ i1y から i2y へのシフト）、産出量は y1 曲線上で D
から D’へ進むだけで、所得を向上させることが難しくなる。他方で、技術進歩に成功した国





ところで、図 8-1 の B 点から経済発展を起動させた国では、伝統社会に根ざした諸制度（文
化・習慣、封建制など）の中で発展の阻害要因を打破し、市場経済化に必要な近代的な制度
（例えば、財産権、企業法、外資導入法など）を整備していくことになる。制度が整備され



































以下の通り、i 国における 1 人当たり所得（yi）の成長率を被説明変数とするバロー型の成
長回帰式を設定する。
ここで、右辺において、ln yi,t-τ は係数 β を持つ yi の初期値の対数である（τ はデータの時






ス指標（Worldwide Governance Indicators：WGI）を利用する（表 8-1）43。




れていた報告書が 2006 年から毎年発行されるようになり、2014 年までの指標の経年変化を
見ることができる。
43 世界ガバナンス指標（WGI）は、世界銀行研究所（World Bank Institute：WBI）のカウフマン（D. Kaufmann）




























































（注）WDI: World Development Indicators, WGI: Worldwide Governance Indicators, GCR:
The Global Competitiveness Report, Barro and Lee Educational Attainment Data
また、その他の説明変数として、初期の所得水準（2000 年時点の 1 人当たり GDP）、人的
資本（25 歳以上人口の平均就学年数）、物的資本形成（総固定資本形成の GDP 比）、政府の
















げる。これら 4 つの指標は、世界経済フォーラム（WEF：World Economic Forum） が発表
































（注）WDI: World Development Indicators, WGI: Worldwide Governance Indicators, GCR:
The Global Competitiveness Report, Barro and Lee Educational Attainment Data
以上の項目については、初期値（2000 年、あるいはそれに最も近い年）と改善度合い（初





なる（表 8-5）。具体的には、ガバナンスは WGI に基づくデータを利用し、対象国合計は 168





























LN(2000年GDP per Capita) -0.891 ***
(-4.1690)
政治・社会安定度 0.116 0.586 **
(0.3751) （ 2.131 ）
国民の声・説明責任 -0.253 -0.744 *
(-0.7951) (-1.7076)
政府の統治能力 0.116 1.321 ***














（注）（ ）内は t 値。***は有意水準 1％、**は 5％、*は有意水準 10％
で有意であることを示す。
表 8-8 推定結果【低位段階[低位中所得＋低所得] 】










国民の声・説明責任 -0.881 * -0.630
(-1.8332) (-1.0393)





















国民の声・説明責任 -0.690 * -0.261
(-1.6568) (-0.5053)





















































































LN(2000年GDP per Capita) -1.806 ***
(-4.1972)
政治・社会安定度 -0.173 1.070 **
(-0.4373) (2.2217)
国民の声・説明責任 0.191 -1.339 **
(0.4529) (-2.0254)
















階で格付けされ、1 が最も民主的、7 が民主的でないとされる。また、縦軸は１人当たり GNI
（ドル）を対数表示したものである。










































（注）（ ）内は t 値。***は有意水準 1％、**は 5％、*は有意水準 10％
で有意であることを示す。






LN(2000年GDP per Capita) -1.352 ***
(-6.6179)
財取引の効率性 0.011 0.023 **
(1.0483) (1.9703)
金融市場の発展度合 -0.003 0.055 **
(-0.1263) (2.4507)
高等教育・研修 0.625 * 0.642 *
(1.6487) (1.7490)















（注）（ ）内は t 値。***は有意水準 1％、**は 5％、*は有意水準 10％
で有意であることを示す。
表 8-13 経済成長と制度・基盤の関係：推定結果【低位段階】































LN(2000年GDP per Capita) -0.975 **
(-2.3668)





























が含まれるが、ICT は世界的に 2000 年代に入り急速に普及した。従って、当初、初期値が
低かった国が 2000 年代に急速に ICT を普及させ、それが成長を促進する要因になったこと
が推測される。
表 8-14 経済成長と制度・基盤の関係：推定結果【高位中所得】












高等教育・研修 1.022 1.102 *
(1.6573) (1.8272)


















3 章では世界 133 カ国について長期的な所得データをセットした上で、各国が同一の所得
段階にどのくらいの期間存在したかを検証した。その結果、高所得に到達した国では低位か
ら高位の中所得段階にステップアップするのに平均 31.7 年、高位中所得から高所得段階には
17.3 年かかったことがわかった。そして、これを基準として、低位中所得段階に 48 年、高
位中所得段階に 27 年以上とどまる（あるいは予測される）国を中所得の罠に嵌まっている
とみなした。




（注）1．現在の所得水準は 2014 年時点の 1 人当たり GDP（2005 年 PPP ドル）。2014 年のデータが
公表されていない国は、直近のデータを用いた。
2. 表中で、必要年数は上位所得段階に達するために要する年数。2015 年以後、平均成長率（2000～
14 年）が継続されたと仮定して算出。上位段階到達有望国は、高位中所得国は 18 年以内、低位中
所得国は 32 年以内で到達が予想される国。また、長期中所得国は、高位中所得国は 27 年以上、低
位所得国は 48 年以上とどまる、あるいはとどまると予想される国。なお、パナマ、トルコ、コロン
ビア、ペルーは現段階では上記に該当しないが下位段階で該当するため、長期中所得国とみなした。








ロシア 16,195 15 1 パナマ 14,320 8 7
ベラルーシ 14,920 10 2 ウルグアイ 13,821 18 9
カザフスタン 14,496 10 2 レバノン 13,116 20 7
コスタリカ 12,808 11 7 アルゼンチン 13,087 21 9
中国 9,534 3 7 メキシコ 12,740 40 33
ジョージア 6,216 19 6 トルコ 11,824 12 13
アンゴラ 5,470 11 7 ブラジル 10,264 10 22
スリランカ 5,393 17 9 ベネズエラ 9,142 47 20
インド 4,256 9 12 コロンビア 8,808 2 21
ウズベキスタン 3,405 6 16 イラン 8,648 11 56
ベトナム 3,326 6 17 ペルー 8,606 2 17
ラオス 3,308 5 15 南アフリカ 7,732 65* 4
エクアドル 7,204 55 5
アルジェリア 6,785 65* 18
マレーシア 13,826 20 5 エルサルバドル 6,488 65* 18
ルーマニア 10,310 9 12 グアテマラ 6,385 65* 21
セルビア 8,886 7 19 チュニジア 6,315 44 21
タイ 8,798 3 20 パラグアイ 4,667 39 23
ウクライナ 7,428 14 4 ヨルダン 4,564 56 28
エジプト 4,934 15 25 ボリビア 4,363 65* 27
インドネシア 4,713 22 15 シリア 3,791 40 69
モロッコ 3,943 17 22 ホンジュラス 3,531 44 72
フィリピン 3,753 13 27 ニカラグア 2,640 2 65


















































































































































初期値 改善度合 初期値 改善度合 初期値 改善度合 初期値 改善度合 初期値 改善度合
ロシア 有望 4.7 ▲ 0.57 0.16 ▲ 0.15 0.24 ▲ 0.61 0.14 0.16 0.47 ▲ 0.07 0.58
コスタリカ 有望 4.2 0.21 0.03 0.28 0.02 ▲ 0.50 ▲ 0.13 0.16 0.56 ▲ 0.38 0.40
中国 有望 9.1 0.14 0.12 0.38 0.25 0.43 0.84 0.49 1.37 0.72 0.11
ベトナム 有望 5.7 0.33 0.09 0.16 0.09 0.41 ▲ 0.21 0.30 0.29 ▲ 0.04 0.86
ルーマニア その他 4.2 ▲ 0.04 0.32 ▲ 0.50 0.17 ▲ 0.29 0.09 0.23 0.93 0.37 0.75
ウルグアイ 長期 3.1 0.07 0.13 0.84 0.22 ▲ 1.25 0.67 ▲ 0.32 0.20 1.82 0.19
ブラジル 長期 2.2 ▲ 0.29 ▲ 0.14 0.50 0.02 ▲ 0.02 ▲ 0.17 ▲ 0.04 ▲ 0.77 ▲ 0.11 0.41







































（注）（ ）内は t 値。***は有意水準 1％、**は 5％、*は有意水準 10％有意であることを示す。





改善度合い 政治的安定 ＊＊ ＊＊
国民の声・説明責任






改善度合い 財取引の効率性 ＊＊ ＊
金融市場の発展度合 ＊＊ ＊＊
高等教育・研修 ＊ ＊



























































































また、世界銀行は、世界各国の 1995 年時点の知識経済指数と 1996～2005 年の実質 1 人
当たり GDP 平均成長率の間の関係を検証し、所得水準に比べて知識経済指数の数値が高い
国ほどその後の成長率が高まりやすい傾向があることを示した（図 9-3）。
KAM（2010 年版）においては、109 の変数を用いて知識主導型経済の進展度を、世界 146
カ国について評価し、国際的な優劣比較が可能である。また、知識主導型経済への移行を目
図 9-2 知識経済指数と所得水準の関係 図 9-3 知識経済指数と成長率の関係
（出所）Chen and Dahlman[2005] （注）知識経済指数及び実質 1 人当たり GDP 年平
均成長率は、初期の所得水準の高低による成長率
の差異、資本投入の寄与の影響を除去するため、







































Innovation Index （以下、GII）」を用いる。GII は、世界有数のビジネススクールである欧州
経営大学院（INSEAD）53 がコーネル大学、世界知的所有権機関（WIPO：World Intellectual
Property Organization）と共同で 2007 年から毎年発表している国際競争力ランキングレポー
トである54。
GIIは、制度（ Institutions）、人的資本及び研究（Human capital & research）、インフラ
（ Infrastructure）、市場の洗練度（Market sophistication）、ビジネスの洗練度（Business






53 INSEAD はフランス、シンガポール、アブダビに拠点を持ち、フィナンシャル・タイムズ誌の Global MBA
Rankings 2016 では世界でトップランキングを獲得している。
54
調査対象国は、2008 年の 130 から 2015 年は 151 カ国に増加し、2015 年の首位はスイスで、日本は 19
位となっている。
55 GII の個別指標は 3 つの種類に分類される。GII の指標の特徴、統合方法については神田 [2014]を参照



















③ Nw を対象国の総数（Nc）で割った数値に 10 を乗じて評点化する（u）。
Nc
Nwu  10
例えば、ある国の順位が 140 カ国中１２０位である場合、すなわち、Nw が 120、








































































































高等教育就学率は 36.0％（同）にとどまる。また、教育支出（対 GDP 比）は高いレベルに




1995 2014 1995 2014 1995 2014 1995 2014
マレーシア 70.8 74.7 16.5 5.4 n.a. 69.1 n.a. 36.0
タイ 69.0 74.4 5.9 3.3 38.1 78.2 18.0 51.2
中国 68.5 75.8 18.5 3.6 55.2 81.4 4.8 26.7
インドネシア 62.7 68.9 16.2 6.1 51.2 80.7 13.8 31.5
フィリピン 66.3 68.2 5.4 3.7 70.7 84.8 23.0 28.2
ベトナム 70.5 75.8 9.8 6.6 n.a. 77.2 n.a. 24.6
日本 79.5 83.5 n.a. n.a. 100.1 102.2 43.7 61.5








（注）かい離幅は実績値と所得水準（1 人当たり GNI（2014 年））から導出される推定値の差。

























数値 かい離幅 数値 かい離幅 数値 かい離幅
人的資本 6.47 0.92 6.22 1.45 5.64 0.57
● 学校教育 4.50 ▲ 1.07 5.14 0.27 5.25 0.23
・ 平均就学年数 3.88 ▲ 1.97 4.15 ▲ 0.60 3.79 ▲ 1.38
・ 高等教育在学率 5.09 ▲ 0.71 6.18 1.20 4.61 ▲ 0.69
・ 教育に対する支出(対GDP比） 6.44 0.99 5.46 0.30 n.a. n.a.
・ 数学及び科学教育の質 7.07 1.51 4.87 0.03 6.06 0.88
・ 教師一人当たりの生徒数（中等教育） 4.76 ▲ 0.84 3.93 ▲ 0.91 5.09 ▲ 0.15
● 高度スキル人材の養成 8.23 2.74 6.10 1.32 5.29 0.18
・ 高等教育卒業生に占める理科系の割合 7.77 2.22 n..a. n.a. n.a. n.a.
・ 職業訓練の充実度 8.07 2.54 6.95 2.07 6.89 1.51
・ 経営学修士コースの質 6.59 1.06 5.10 0.30 4.77 ▲ 0.30


































なっている。2014 年時点の中学校在学率は 80.7％と、2006 年の 51.2%に比べれば改善した
が、依然として、義務教育ですら十分に行き渡っていない状況である。また「教育に対する










「教育に対する支出」は GDP 比（2014 年）で 3.4％にとどまる。また、教師 1 人当たり
















4・4 制で、義務教育は初等教育のみであるが、在学率（2014 年）は中等教育で 84.6％と比較的高い。
数値 かい離幅 数値 かい離幅 数値 かい離幅
人的資本 3.49 ▲ 0.74 1.57 ▲ 2.62 4.69 1.13
● 学校教育 3.34 ▲ 1.05 2.49 ▲ 1.85 4.19 0.55
・ 平均就学年数 3.90 ▲ 0.49 5.30 0.96 3.23 ▲ 0.41
・ 高等教育在学率 3.99 ▲ 0.41 4.14 ▲ 0.21 3.57 0.10
・ 教育に対する支出(対GDP比） 3.50 ▲ 0.89 1.84 ▲ 3.50 4.94 1.31
・ 数学及び科学教育の質 5.90 1.51 4.22 ▲ 0.12 4.83 1.26
・ 教師1人当たり生徒数（中等教育） 5.07 0.88 0.33 ▲ 3.80 3.11 ▲ 0.38
● 高度スキル人材の養成 3.64 ▲ 0.67 2.18 ▲ 2.09 3.67 0.06
・ 高等教育卒業生に占める理科系の割合 5.44 1.13 n.a. n.a. 4.65 1.12
・ 職業訓練の充実度 2.55 ▲ 1.76 3.89 ▲ 0.38 4.43 1.03
・ 経営学修士コースの質 5.13 0.87 5.61 1.40 2.65 ▲ 0.85































































（資料） INSEAD[2015]、 World Bank[2015]などにより作成。
数値 かい離幅 数値 かい離幅 数値 かい離幅
経済制度・ガバナンス 6.64 1.08 5.24 0.38 4.59 ▲ 0.48
● 政府の統治能力 6.33 0.78 5.36 0.55 4.75 ▲ 0.37
・ 政府の有効性 6.47 0.92 5.35 0.54 4.85 ▲ 0.26
・ 規制の質 6.33 0.78 5.36 0.55 4.86 ▲ 0.25
・ 法の支配 6.29 0.74 5.91 1.10 4.53 ▲ 0.58
・ 汚職の抑制 6.22 0.67 4.80 ▲ 0.01 4.74 ▲ 0.37
● 市場の効率性、洗練度 7.26 1.70 5.67 0.71 3.67 ▲ 1.49
・ 国内市場での競争の激しさ 6.79 1.22 5.37 0.28 3.69 ▲ 1.43
・ 関税・非関税障壁の多寡 8.01 2.43 5.99 1.04 4.92 ▲ 0.28
・ 外国資本に対する制限の少なさ 7.22 1.85 5.56 0.72 3.97 ▲ 1.07
・ 環境への配慮 7.02 1.31 5.75 0.81 2.10 ▲ 3.17
● 金融市場 6.33 0.76 4.69 ▲ 0.11 5.36 0.41
・ 銀行融資の受けやすさ 7.22 1.67 4.60 ▲ 0.20 5.42 0.30
・ 国内での株式発行のしやすさ 6.83 1.28 6.03 1.23 5.20 0.59



















































（資料） INSEAD[2015]、 World Bank[2015]などにより作成。






数値 かい離幅 数値 かい離幅 数値 かい離幅
経済制度・ガバナンス 4.11 ▲ 0.20 4.79 0.54 3.30 ▲ 0.21
● 政府の統治能力 4.20 0.06 5.11 0.85 3.65 0.10
・ 政府の有効性 3.72 ▲ 0.59 4.94 0.68 3.65 0.10
・ 規制の質 5.16 0.85 5.58 1.32 3.07 ▲ 0.48
・ 法の支配 4.29 ▲ 0.02 5.11 0.85 4.04 0.49
・ 汚職の抑制 3.61 ▲ 0.70 4.79 0.53 3.82 0.27
● 市場の効率性、洗練度 3.96 ▲ 0.34 4.90 0.67 2.68 ▲ 0.89
・ 国内市場での競争の激しさ 3.54 ▲ 0.72 4.56 0.36 2.07 ▲ 1.51
・ 関税・非関税障壁の多寡 4.12 ▲ 0.14 5.26 1.06 2.78 ▲ 0.77
・ 外国資本に対する制限の少なさ 4.69 0.43 5.57 1.37 3.34 ▲ 0.21
・ 環境への配慮 3.48 ▲ 0.91 4.21 ▲ 0.12 2.54 ▲ 1.06
● 金融市場 4.19 ▲ 0.07 4.37 0.20 3.56 0.11
・ 銀行融資の受けやすさ 4.63 0.37 4.35 0.15 4.41 0.96
・ 国内での株式発行のしやすさ 4.80 0.54 5.71 1.61 3.32 ▲ 0.13




































当たり PCT 特許取得数（2013~15 年平均）62は、日本が 259.1 件、韓国は 182.0 件、米国が



























（資料） INSEAD[2015]、 World Bank[2015]などにより作成。
表 9-6 アジア高位中所得国の科学技術基盤の整備状況
（注）かい離幅は実績値と所得水準（1人当たりGNI（2014年））から導出される推定値の差。
（資料） INSEAD[2015]、 World Bank[2015]などにより作成。
数値 かい離幅 数値 かい離幅 数値 かい離幅
科学技術基盤 6.69 1.12 4.92 0.05 6.32 1.24
● 技術吸収力及び環境 6.83 1.27 4.96 ▲ 0.08 6.46 1.40
・ 直接投資を通じた技術吸収 7.25 1.70 5.20 ▲ 0.35 6.19 1.33
・ ロイヤリティ及びライセンス料の支払い 6.11 0.51 6.25 1.32 7.76 2.60
・ ICT普及度 5.96 0.41 3.88 ▲ 0.91 5.22 0.11
・ 政府のハイテク製品調達意欲 7.99 2.44 4.51 ▲ 0.37 6.67 1.56
● 研究開発力 6.11 0.56 4.89 0.10 6.18 1.08
・ R&D支出(対GDP比） 6.09 0.54 4.18 ▲ 0.65 6.69 1.59
・ R&D従事者数（1000人当たり） 5.68 0.13 4.56 ▲ 0.22 5.52 0.42
・ 科学研究機関の質 7.00 1.41 5.44 0.66 6.18 1.10




















また、一国全体の研究開発力のレベルも低い。R&D 投資の対 GDP 比は 0.48％（2014 年）、














63 ICT 利用度は、①個人のインターネット接続の比率、②100 人当たりブロードバンドの契約数、③100 人
当たりの無線ブロードバンドの契約数を総合評価したものである。
64 p.78 の表 7-3 を参照のこと
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表 9-7 アジア低位中所得国の科学技術基盤の整備状況
（注）かい離幅は実績値と所得水準（1 人当たり GNI（2014 年））から導出される推定値の差。
ベトナムの R&D 支出は 2011 年





のいずれも同様である。なお、ここで、注目すべきは R&D 投資が GDP 比で 0.89％とマレー
















数値 かい離幅 数値 かい離幅 数値 かい離幅
科学技術基盤 4.60 0.29 4.02 ▲ 0.24 3.58 0.02
● 技術吸収力及び環境 4.51 0.22 4.30 0.05 3.37 ▲ 0.19
・ 直接投資を通じた技術移転 5.12 0.81 5.26 1.00 3.70 0.15
・ ロイヤリティ及びライセンス料の支払い 5.22 0.95 5.14 0.91 1.99 ▲ 2.56
・ ICT普及度 3.19 ▲ 1.13 3.07 ▲ 1.19 3.11 ▲ 0.44
・ 政府のハイテク製品の調達意欲 4.50 0.23 3.72 ▲ 0.51 2.57 ▲ 0.99
● 研究開発力 4.69 0.37 3.73 ▲ 0.52 3.79 0.23
・ R&D支出(対GDP比） 5.04 0.72 3.52 ▲ 0.74 3.24 ▲ 0.32
・ R&D従事者数(1000人当たり） 3.22 ▲ 1.09 2.96 ▲ 1.30 n.a. n.a.
・ 科学研究機関の質 5.47 1.16 4.10 ▲ 0.16 3.64 0.05









究開発活動が十分に行われていない。実際、R&D 投資（2014 年）は対 GDP 比で僅か 0.11％





























マレーシア 0.62 989 4.0 8.0 68
タイ 0.13 795 6.2 7.7 35
中国 0.45 867 5.8 5.3 49
インドネシア 0.27 196 9.6 10.9 17
フィリピン 0.71 177 10.3 13.6 40
ベトナム 0.52 282 9.0 7.3 48
日本 3.30 2,296 4.6 10.0 91













（注）かい離幅は実績値と所得水準（1 人当たり GNI（2014 年））から導出される推定値の差
（資料） INSEAD[2015]、World Bank[2015]などにより作成。
[ 高位中所得国 ]
数値 かい離幅 数値 かい離幅 数値 かい離幅
● ビジネスの洗練度 7.19 1.59 5.95 1.07 5.86 0.75
・ サプライヤの量 7.24 1.64 6.27 1.39 6.57 1.46
・ サプライヤの質 7.01 1.41 5.69 0.81 5.48 0.37
・ 製造プロセスの洗練度 7.15 1.55 5.92 1.04 5.92 0.81
・ 競争優位性 7.29 1.69 6.06 1.18 5.82 0.71
・ 合弁企業・戦略提携取引 7.02 1.42 5.02 0.14 4.10 ▲ 1.01
・ マーケティングの洗練度 7.28 1.68 6.26 1.38 5.81 0.70
[ 低位中所得国 ]
数値 かい離幅 数値 かい離幅 数値 かい離幅
● ビジネスの洗練度 5.93 1.62 5.76 1.50 3.96 0.40
・ サプライヤの量 5.43 1.12 4.94 0.68 4.91 1.31
・ サプライヤの質 4.82 0.51 5.21 0.95 3.85 0.29
・ 製造プロセスの洗練度 6.03 1.72 5.93 1.67 3.41 ▲ 0.15
・ 競争優位性 6.00 1.69 6.25 1.99 3.23 ▲ 0.33
・ 合弁企業・戦略提携取引 5.96 1.65 5.91 1.65 3.95 0.39














ICT 関連製品に競争力があるマレーシアは、中・高技術製品生産額や ICT に起因するビジ
ネスモデルの創出で高い成果を挙げている。しかし、居住者が特許庁に対して行う特許、実
用新案の出願数、さらに科学技術論文数で所得水準対比見劣る結果となった。また、国際比















































と所得水準から推計される推定値とのかい離幅が+0.5 超の場合は A、0 から＋0.5 の場合は B、
0 から▲0.5 の場合は C、▲0.5 未満の場合は D と分類して、評価の目安とした。その結果、
各国ごとに優位点、劣位点が浮き彫りとなった。
マレーシアは、人的資本、経済制度・ガバナンス、科学技術基盤のいずれも A 評価である。













実数値と推定値とのかい離幅が+0.5 超の場合は A、0 から＋0.5 の場合は B、0 から▲0.5 の場合は C、
▲0.5 未満の場合は D。
（資料） INSEAD[2015]、World Bank[2015]などにより作成。
数値 かい離幅 評価 数値 かい離幅 評価 数値 かい離幅 評価
人的資本 6.47 0.92 A 6.22 1.45 A 5.64 0.57 A
● 学校教育 4.50 ▲ 1.07 D 5.14 0.27 B 5.25 0.23 B
● 高度スキル人材の養成 8.23 2.74 A 6.10 1.32 A 5.29 0.18 B
経済制度・ガバナンス 6.64 1.08 A 5.24 0.38 B 4.59 ▲ 0.48 C
● 政府の統治能力 6.33 0.78 A 5.36 0.55 A 4.75 ▲ 0.37 C
● 市場の洗練度 7.26 1.70 A 5.67 0.71 A 3.67 ▲ 1.49 D
● 金融市場 6.33 0.76 A 4.69 ▲ 0.11 C 5.36 0.41 B
科学技術基盤 6.69 1.12 A 4.92 0.05 B 6.32 1.24 A
● 技術吸収力及び環境 6.83 1.27 A 4.96 ▲ 0.08 C 6.46 1.40 A
● 研究開発力 6.11 0.56 A 4.89 0.10 B 6.18 1.08 A
ビジネスの洗練度 7.19 1.59 A 5.95 1.07 A 5.86 0.75 A
マレーシア タイ 中国
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実数値と推定値とのかい離幅が+0.5 超の場合は A、0 から＋0.5 の場合は B、0 から▲0.5 の場合は C、
▲0.5 未満の場合は D。
（資料） INSEAD[2015]、World Bank[2015]などにより作成。
数値 かい離幅 評価 数値 かい離幅 評価 数値 かい離幅 評価
人的資本 3.49 ▲ 0.74 D 1.57 ▲ 2.62 D 4.69 1.13 A
● 学校教育 3.34 ▲ 1.05 D 2.49 ▲ 1.85 D 4.19 0.55 A
● 高度スキル人材の養成 3.64 ▲ 0.67 D 2.18 ▲ 2.09 D 3.67 0.06 B
経済制度・ガバナンス 4.11 ▲ 0.20 C 4.79 0.54 A 3.30 ▲ 0.21 C
● 政府の統治能力 4.20 0.06 B 5.11 0.85 A 3.65 0.10 B
● 市場の洗練度 3.96 ▲ 0.34 C 4.90 0.67 C 2.68 ▲ 0.89 D
● 金融市場 4.19 ▲ 0.07 C 4.37 0.20 B 3.56 0.11 B
科学技術基盤 4.60 0.29 B 4.02 ▲ 0.24 C 3.37 ▲ 0.19 C
● 技術吸収力及び環境 4.51 0.22 B 4.30 0.05 B 3.05 ▲ 0.78 D
● 研究開発力 4.69 0.37 B 3.73 ▲ 0.52 D 3.79 0.23 B











































的事実に基づくものである。例えば、Spence[2011]は 1975 年以後、1 人当たり GDP（2005
年基準の購買力平価）が 5,000 ドルから 10,000 ドルの範囲にとどまり続けて、10,000 ドル
を超えた国は数少ないことを示している。第 2 は、高成長を遂げてきた国が中所得段階で成
長率を大幅に低下させる事実を罠と捉える見方である。例えば、Eichengreen et al.[2011]は







































































































































































































1950 60 70 80 90 2000 10 （年）
151
高位中所得国における所得水準の変遷
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